
１　任免及び人数の状況
（１）採用及び退職の状況

（２）定員管理の状況
ア　部門別職員数の状況 (各年度4月1日現在)

イ　定員管理計画の進捗状況

ウ　一般行政職の級別職員数の状況（平成28年4月1日現在）

２　人事評価の状況

　勉手当に反映させました。

３　給与の状況
（１）人件費の状況（平成27年度普通会計決算）

人 千円 千円 千円 ％ ％

（２）職員給与費の状況（平成27年度普通会計決算）

人 千円 千円 千円 千円 千円

平成２８年度滝沢市人事行政の運営等の状況の公表

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

退職者数 8 8 14 9 25
採用者数 8 12 15 17 27

（注）特別職、教育長は（平成26年度までは、再任用短時間勤務職員も）含んでいません。

部門
平成28年度 平成27年度

対前年度
増減数 主な増減理由

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ
一般行政 212 211 1 事務量に対する人員の見直しによる増

特別行政 49 48 1 国体業務対応のための人員増

公営企業等会計 55 57 △ 2 事務量に対する人員の見直しによる減

計 316 316 0

計画人員数 316 324 329 340 339

（注）特別職、教育長、任期付短時間勤務職員及び再任用短時間勤務職員は含んでいません。

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（注）１　滝沢市職員定員管理計画（平成26年2月策定）における5年間（平成26年度から平成30年度
　まで）の定員管理としています。

　　　２　計画人員数には教育長、任期付短時間勤務職員及び再任用短時間勤務職員を含んでいます。
　　　３　4月1日現在職員数には特別職、教育長、任期付短時間勤務職員及び再任用短時間勤務職員

　は含んでいません。

4月1日現在職員数 309 316 316 － －

6級 7級

代表的な職務
主事
技師

主任 主査 主任主査 総括主査 課長 部長

区分 1級 2級 3級 4級 5級

27 8
構成比 23.8% 8.1% 24.2% 14.3% 13.9% 12.1%
職員数 53 18 54 32 31

3.6%
前年度構成比 19.5% 7.2% 28.1% 14.0% 15.4% 12.2% 3.6%
（注）１　一般行政、特別行政及び公営企業等会計の部門の一般行政職の職員としています。
　　　２　滝沢市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

区分
住民基本
台帳人口

歳出額
実質収支

人件費 人件費率 （参考）
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 前年度人件費率

　　組織の活性化と人材育成を目的とした人事考課制度を平成15年度から試行してきましたが、地方公務
　員法の改正により平成28年度から本格的に人事評価制度を導入し、その評価結果を平成28年12月期の勤

平成27年度
55,156 19,178,434 344,110 2,526,472 13.2

期末・勤
勉手当

計 給与費
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

13.2
（注）１　人件費には市長、市議会議員などの特別職及び非常勤職員に支払われる報酬なども含んでい

　ます。
　　　２　住民基本台帳人口は、平成28年1月1日現在の人口です。

区分
職員数

給与費 1人当たり

給料 職員手当

6,131
（注）１　給与費には市長、市議会議員などの特別職及び非常勤職員に支払われる報酬などは含んでい

　ません。
　　　２　職員手当には退職手当を含んでいません。
　　　３　職員数は、平成27年4月1日現在の人数であり、当該職員数には特別職、教育長、任期付短時間

　職員及び再任用短時間勤務職員を含んでいません。

平成27年度
259 1,104,239 74,915 408,841 1,587,995



（３）ラスパイレス指数の状況

（４）一般行政職の学歴別初任給及び経験年数別の平均給料月額の状況（平成28年4月1日現在）

円 円 円 円 円 円

（５）一般行政職等の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成28年4月1日現在）

円 歳 円 歳

円 歳 円 歳

（６）主な職員手当の状況（平成27年度）
ア　扶養手当

円
円

・満16歳から満22歳までの子については5,000円を加算
イ　通勤手当

運賃等の額に応じて月額50,000円を上限として支給
通勤距離に応じて月額31,600円を上限として支給

ウ　住居手当

エ　特殊勤務手当

種類
社会福祉業務手当
徴収手当

オ　時間外勤務手当及び休日勤務手当

円
人
円

カ　期末手当及び勤勉手当

月分 月分 月分
（ 月分） （ 月分） （ 月分）

月分 月分 月分
（ 月分） （ 月分） （ 月分）

区分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

ラスパイレス指数(減額措置後) 97.3 96.2

ラスパイレス指数(減額措置前) 105.3 104.2 97.0 97.1 97.6

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するた
　め、国の職員数（構成）を用いて、学歴及び経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸
　給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

　　　２　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与
　減額措置がないとした場合の値です。

区分
決定

初任給

採用2年
経過日の
給料額

経験年数
7年以上
10年未満

経験年数
10年以上
15年未満

（注）市では、一般行政職にあっては初級試験（高校卒業程度）のみ実施しています。

区分
一般行政職 技能労務職

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢

経験年数
20年以上
25年未満

経験年数
30年以上
35年未満

初級
（高校卒） 144,600 176,438 228,540 263,721 348,541 393,638

区分 月額 内容
配偶者 13,000

滝沢市
302,278 40.6 312,504 46.6

国
331,816 43.6 287,447 50.4

自動車等の使用者

区分 内容

職員の居住する借家・借間
月額12,000円を超える家賃を支払っている職員に対して、家賃の額に応
じて27,000円を上限として支給

配偶者等の居住する借家・
借間（単身赴任者）

上記「職員の居住する借家・借間」の例により算出した額の2分の1の額
を支給

配偶者以外の扶養親族 6,500 ・配偶者がない場合の1人目については月額11,000円

区分 内容
交通機関等の利用者

支給額の多い手当

　　 著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務などに従事した職員に対して支給されます。
職員全体に占める手当支給職員の割合 6.56 ％
支給職員1人当たり平均支給年額 19,582 円

支給職員が多い手当

　　 正規の勤務時間を超えて勤務した職員に対して支給されます。
支給実績 91,036,872
職員数 259

手当の種類 5

職員1人当たり平均支給年額 351,494

区分 6月期 12月期 計

勤勉手当
0.770 0.770 1.540
0.375 0.375 0.750

期末手当
1.225 1.375 2.600
0.650 0.800 1.450

（注）１　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。
　　　２　勤勉手当の率は、勤務成績が良好の場合のものです。
　　　３　職制上の段階、職務の級などによる加算措置があります。



キ　退職手当

（注）退職手当の支給率は、国と同じです。

（参考）平成27年度退職者の1人当たり平均支給額
千円

（７）特別職等の給料月額等の状況（平成28年4月1日現在）

円
円 月分
円 月分
円 月分
円
円

４　勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）勤務時間の状況（平成28年度）

午前8時30分から午後5時15分まで
午後0時から午後1時まで
7時間45分
38時間45分

（２）一般職の職員の年次有給休暇の取得状況

（３）特別休暇の導入状況（平成27年度）

18,440

　　 退職手当の額は、退職時の給料月額に次表に示す退職手当の支給率を乗じて得た額となります。な
お、退職手当の支給手続及び事務処理は、岩手県市町村総合事務組合が行っています。

区分 滝沢市 国

29.145 29.145

区分 給料・報酬月額 期末手当の支給割合
市長 773,000
副市長 634,000 6月期 1.475

勧
奨
・
定
年

勤続20年 25.55625 25.55625

勤続25年 34.5825

自
己
都
合

勤続20年 20.445 20.445
勤続25年

最高限度 49.59 49.59

勤続35年 41.325 41.325

34.5825
勤続35年 49.59 49.59

最高限度 49.59 49.59

副議長 303,000
議員 293,000

　　標準的な勤務時間は、次のとおりです。
勤務時間

教育長 594,000 12月期 1.625
議長 360,000 計 3.100

総取得日数（Ｂ） 2,351.7 日
全対象職員数（Ｃ） 205 人

休憩時間
1日の勤務時間
1週間の勤務時間

総付与日数（Ａ） 7,970.3 日

（注）年次有給休暇は、暦年（平成27年1月1日から平成27年12月31日まで）の取得状況です。

　　次表に概要を示しますが、実際の取得については、職員が勤務をしないことが相当である場合に認
　められる休暇です。それぞれの休暇に取得要件があり、合致しなければ休暇は認められません。

種類 日数
職員が選挙権その他公民としての権利を行使する場合 必要な期間

平均取得日数（Ｂ）／（Ｃ） 11.5 日
取得率（Ｂ）／（Ａ） 29.5 ％

職員がボランティア活動（親族に対する支援となる活動を
除く。）を行う場合

一の年において5日の範囲内の期間

職員が結婚する場合

市長が定める期間内における週休日、時間
外勤務代休時間が指定された勤務日等、休
日及び代休日を除く連続する7日の範囲内の
期間

妊娠中の女性職員が、妊娠に起因する障がいのため勤務す
ることが著しく困難であると認められる場合

10日の範囲内の期間

職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判
所、地方公共団体の議会その他官公署へ出頭する場合

必要な期間

職員が予防接種又は健康診断を受ける場合（法令等の定め
がある場合に限る。）

必要と認められる期間

職員が骨髄移植のための骨髄等の提供希望者としてその登
録を実施する者に対して登録の申出を行い、又は配偶者、
父母、子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄移植のため骨髄等を
提供する場合

必要と認められる期間

妊娠中又は出産後1年以内の女性職員が、母子保健法第10
条の保健指導又は同法第13条の健康診査を受けるため勤務
しないことが相当であると認められる場合

市長の定める範囲内の期間

妊娠中の女性職員の業務が、母体又は胎児の健康保持に影
響があると認められる場合

適宜休息し、又は補食するために必要な時
間の範囲内の期間



（４）育児休業及び部分休業の取得状況（平成27年度）

ア　育児休業及び部分休業の取得者数

人 人 人
人 人 人
人 人 人
人 人 人
人 人 人

6週間以内に出産する予定である女性職員が請求した場合 出産の日までの請求した期間

女性職員が出産した場合
出産の日の翌日から10週間を経過する日ま
での期間

生後1年6月に達しない子を育てる職員が、その生児の保育
のための時間を請求した場合

1日2回それぞれ1時間の期間

妊娠中の女性職員が通勤に利用する交通機関の混雑の程度
が、母体又は胎児の健康保持に影響があると認められる場
合

勤務時間の始め又は終わりにおいて、1日を
通じて1時間を超えない範囲内の時間

職員の妻（届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事
情にある者を含む。）が出産する場合

市長が定める期間内における2日の範囲内の
期間

職員の妻が出産する場合であってその出産予定日の6週間
前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの期間
にある場合において、当該出産に係る子又は小学校就学の
始期に達するまでの子（妻の子を含む。）を養育する職員
が、これらの子の養育のため勤務しないことが相当である
と認められるとき

当該期間内における5日の範囲内の期間

職員の親族が死亡した場合
死亡した親族に応じ定められた連続する日
数の範囲内の期間（1日、3日、5日又は7日)

小学校終了までの子（配偶者の子を含む。）を養育する職
員が、その子の看護のため勤務しないことが相当であると
認められる場合

一の年において5日（その養育する小学校終
了までの子が2人以上の場合にあっては、10
日）の範囲内の期間

要介護者の介護その他の市長が定める世話を行う職員が、
当該世話を行うため勤務しないことが相当であると認めら
れる場合

一の年において5日（要介護者が2人以上の
場合にあっては、10日）の範囲内の期間

女性職員が生理日の就業が著しく困難であるとして請求し
た場合

2日の範囲内の期間

災害により職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合 7日の範囲内の期間

災害又は交通機関の事故等により出勤することが著しく困
難であると認められる場合

必要と認められる期間

小学校就学前の子が、予防接種、健康診断又は健康診査を
受ける場合

必要と認められる期間

職員が配偶者、父母又は子の追悼のための特別な行事（配
偶者、父母又は子の死亡後市長の定める年数以内に行われ
るものに限る。）のため勤務しないことが相当であると認
められる場合

1日の範囲内の期間

職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び
増進又は家庭生活の充実のため勤務しないことが相当であ
ると認められる場合

一の年の7月から9月までの期間内における
原則として連続する5日の範囲内の期間（週
休日、休日及び代休日を除く。）

長年にわたって勤務した職員が、心身の活力の維持及び増
進又は自己研さんを図るため勤務しないことが相当である
と認められる場合

勤続期間が20年及び30年に達する日の属す
る年度の次の年度の4月1日から1年を経過す
る日までの期間内における連続する3日の範
囲内の期間

災害時において、職員が退勤途上における身体の危険を回
避するため勤務しないことがやむを得ないと認められる場
合

必要と認められる期間

平成27年度中に新たに育児休業を取得した職員 0 0 0
平成27年度中に新たに部分休業を取得した職員 0 0 0

　　育児休業とは、職員が承認を受けて3歳に満たない子を養育するため、子が3歳に達する日までの期
　間を限度として休業できる制度で、この休業した期間については、給与が支給されません。
　　部分休業とは、職員が承認を受けて3歳に満たない子を養育するため、1日の勤務時間のうち2時間を
　限度として休業できる制度で、この休業した時間については、給与が減額されます。
　　育児休業及び部分休業の取得状況は、次のとおりです。

区分 男性職員 女性職員 計

平成27年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員 9 0 9

平成26年度から引き続き育児休業を取得している職員 0 0 0
平成26年度から引き続き部分休業を取得している職員 0 0 0



イ　育児休業の承認期間（平成27年度中に新たに取得した職員に限る。)

人 人 人
（５）介護休暇の取得状況（平成27年度）

５　分限及び懲戒処分の状況（平成27年度）
（１）分限処分者の状況

　　平成27年度において、分限処分を受けた職員は、いませんでした。

（２）懲戒処分者の状況
　　平成27年度において、懲戒処分を受けた職員は、いませんでした。

６　服務の状況（平成27年度）

（１）信用失墜行為の禁止

（２）秘密を守る義務

（３）職務に専念する義務

（４）政治的行為の制限

（５）争議行為等の禁止

（６）営利企業等の従事制限

７　退職管理の状況
　　地方公務員法が改正され、再就職者による依頼等が規制されるほか、退職管理の適正を確保するための
　所要の措置を講ずることとされましたが、再就職者による依頼を行う場合には、任命権者の承認が必要と
　となります。また、元職員に対し、条例で再就職情報の届出を義務付けることができますが、本市では条
　例の制定はしていません。

８　研修並びに福祉及び利益の保護の状況
（１）人材育成の基本方針

（２）主な研修の実施状況（平成27年度）
ア　階層別研修

回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人

区分 6月以下
6月超え
1年以下

1年超え
1年6月以下

　がある者の介護をするため、6月の範囲内で休暇を取得できる制度で、この休暇した期間については、
　給与が支給されません。

　　分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保から、病気で勤務に耐えられない場合
　などの一定の事由がある場合、任命権者が当該職員をその意に反して免職、休職、降任又は降給のい
　ずれかの不利益な処分を行うことです。

　　懲戒処分とは、公務における規律及び秩序を維持するため、職員の職務上の義務違反及び公務員と

育児休業取得者 0 0 0

　　平成27年度において、介護休暇を取得した職員はいませんでした。
　　介護休暇とは、職員が配偶者、父母、子などで負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障

　せん。

　　政治的行為をすることは制限されています。

　　ストライキなどの争議行為は禁止されています。

　　許可を受けなければ、営利を目的とする私企業を営むことはできません。

　　滝沢市では、住民のためにより良いまちづくりを推進しようと事務・事業を展開しておりますが、
　さらに住民のみなさんに喜んでもらえるようなサービスを提供するために、滝沢市の職員を財産とし

　してふさわしくない非行があった場合、その道義的責任として処分を行うことです。

　　全体の奉仕者という公務員としての本旨を強く自覚し、厳正な服務規律の確保を求めるとともに、定期
　的に通知を発して綱紀の粛正に努めています。服務に関する基本的原則は、次のとおりです。

　　信用を傷つけたり、全体の不名誉となるような行為は禁止されています。

　　職務上知り得た秘密を漏らすことは禁止されています。また、その職を退いた後も同様です。

　　勤務時間及び職務上の注意の全てをその職務遂行のために用い、職務にのみ従事しなければなりま

新規採用職員研修（前期） 1 3 20
新規採用職員研修（後期） 1 4 20

　て位置づけ、その職員の能力育成・開発を行う必要があります。それが、滝沢市の“人財”育成であ
　り、その基本理念を具体化したものが「滝沢市“人財”育成基本方針（平成14年3月策定）」です。
　　この基本方針は、滝沢市が求める“人財”像、“人財”育成システムの構築、“人財”育成の方法
　などが盛り込まれています。

区分 開催回数 延べ日数 受講者数

監督者級研修 1 3 11

一般職員研修基礎Ⅱ（中級課程） 1 3 14
一般職員研修基礎Ⅲ（上級課程） 1 3 12

一般職員研修基礎Ⅰ（初級課程） 0 0 0



回 日 人
回 日 人
回 日 人

イ　専門研修及び特別研修

回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人

ウ　派遣研修

回 日 人
回 日 人
回 日 人

エ　その他の研修

回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人
回 日 人

（３）厚生福利事業の概要
ア　健康診断の状況（平成27年度）

人 人 ％
人 人 ％
人 人 ％
人 人 ％

イ　各種事業の概要（平成27年度）
（ア）岩手県市町村職員共済組合

（イ）一般財団法人岩手県市町村職員健康福利機構

（ウ）滝沢市職員互助会

管理者級能力開発講座 1 2 12

法規事務研修

管理者級研修 1 2 9
計 7 20 98

区分 開催回数 延べ日数 受講者数
1 2 2

広報担当者研修 1 1 1
税務事務研修 1 2 3

財務事務研修 1 3 1
新任広報担当者研修 1 2 1

政策法務講座 1 2 1
人事評価研修 1 2 8

公営企業事務研修 1 2 2
政策形成講座 1 3 1

4

区分 開催回数 延べ日数 受講者数

監督者級選択講座（ファシリテーション）

地方税徴収事務研修 1 3 1

計 14 28 28

区分 派遣回数 延べ日数 受講者数
総務省自治大学校派遣研修 1 5

1 1 3

胃がん検診 240 207 86.3
乳がん検診 63 47 74.6

区分 対象者数 受診者数 受診率
生活習慣病予防検診 328 318 97.0

　②長期給付事業
 退職共済年金、障害共済年金及び遺族共済年金

　③福祉事業
 保健、貯金、貸付、物資及び宿泊

　　職員（会員）の掛金及び公費で運営されており、その負担率はルール化されています。
　①健康管理事業

子宮がん検診 99 73 73.7

　①短期給付事業
 健康保険給付、休業給付及び災害給付

 医療費補助金等

　　職員（会員）の掛金で運営されており、公費からの支出はありません。
　①給付事業

 各種慶弔金の給付、各種厚生事業参加助成、人間ドック助成等
　②厚生事業

 常備薬品の購入等

 検診業務等
　②共同実施事業

 シニアプラン講座、体育行事助成等
　③掛金・補助金事業

 結婚祝金、出産給付金、弔慰金等
　④掛金事業

計 11 21 678

1
一般社団法人日本経営協会派遣研修 2 4 3

人事評価制度研修 2 4 540
モチベーション研修 1 1 24
コーチング研修 1 3 70

計 3 9

法制執務研修 1 5 30
広域連携研修 6 8 14

市町村職員研修会（県市町村振興協会） 1 1 1
パソコン研修 1 3 2

1 1 1

メンタルヘルス研修



（４）公務災害補償の状況（平成27年度）

９　その他の状況
（１）競争試験の実施状況（平成27年度）

人 人 人 人 人
人 人 人 人 人
人 人 人 人 人
人 人 人 人 人
人 人 人 人 人
人 人 人 人 人
人 人 人 人 人
人 人 人 人 人

①

② 職員に対する不利益な処分についての不服申立てを審査し、及び裁決し、又は決定すること。
③ 職員の苦情を処理すること。

ア　勤務条件に関する措置の要求の状況

イ　不利益な処分に対する不服申立ての状況

　　平成27年度において、公務災害と認定された件数は１件、通勤災害と認定された件数はありませんでし
　た。
　　公務災害補償とは、公務上の災害（負傷、疾病、障がい又は死亡）又は通勤による災害に対する補
　償です。

職種 申込者数 1次試験合格者数 2次試験合格者数 3次試験合格者数 平成28年4月1日採用者数

初級事務職（社会人） 104 35 20 10 9
初級事務職（一般） 148 55 30 13 9

初級土木技術職（一般） 2 0 0 0 0
初級事務職（障がい者） 0 0 0 0 0

保健師（一般） 3 1 1 1 1
初級土木技術職（社会人） 5 4 3 2 1

　　 平成27年度において、公平委員会への職員からの勤務条件に関する措置の要求はありませんでした
。

　　 平成27年度において、公平委員会への職員からの不利益な処分に対する不服申立てはありませんで
した。

（注）3次試験合格者数には採用予定者名簿登載者は含んでいません。
（２）勤務条件に関する措置の要求及び不利益な処分に対する不服申立ての状況（平成27年度）

　　公平委員会は、公平かつ公正な行政を確保するために必要なものとして、地方公務員法の定めると
　ころにより、職員の勤務条件に関する措置の要求及び職員に対する不利益な処分についての不服申立
　てを審査するなど必要な措置を講ずるために設置され、次のような事務を行っています。

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必要な措置を
執ること。

計 268 99 56 27 21
保健師（社会人） 6 4 2 1 1


